IASにおける企業結合会計-IAS22の変遷過程- by 石川,文子
経営学研究論集
第13号2000.9







石 川 文 子
ISHIKAWAAYAKO
1.は じめに











企業の経済活動が グローバル化す るのに伴い,各 国の会計処理基準の統一化
・調和化を促進す る要請 が高 ま り,そ の要請 を受け,1973年に主要先進 国の
会計士団体 の合意 に より国際会計基準委員会(tASC)が設立 された。企業結
合に関す るIASは,1983年に 「企業結合の会計処理」1として公表 された。そ
の後,1993年,1998年に改訂がなされている2。IAS22(1983)は,企業結合
をその実質に もとついて 「取得」お よび 「持分の結合」の二つに分け,会 計処
理方法 として 「パーチ ェス法」 と 「持分 プー リング法」を規定 した。 これは,
現 在 の基準 において も引継 がれ,IASの基本姿 勢 とな って いる。 その後,
IAS22(1983)は,「財務諸表 の比較可能性 プ ロジェク ト」の一環 と して改訂
され,1993年に改訂IAS22として公表 された。IASCは,それ まで認 め られ
ていたパ ーチ ェス法 を持分 プー リング法 との間 の選択の幅をせぽめ ることによ
り,財務諸表の比較可能性を向上させることを 目的に基準の見直 し作業を進め
ていた。そのため,1993年の改訂では,IAS22(1983)が許 容 している両方
法の代替的な処理を縮小す ることが中心 とな った。 また,そ れ と同時 に多様な
解釈の余地 が残され ている規定に関 しての整備が行われた。その後 も見直 し作
業は続 け られ,1998年9月に改訂IAS22「企業結合」3として公表 され,現 行
基準 とな っている。なお,1998年の改訂は,企 業結合に関 して抜本的 な見直
しを行 った ものではな く,当 時IASによって検討が進め られ ていた一連 の基
準,IAS36「資産 の減損」,IAS37「引当金,偶 発負債お よび資産」,IAS38「無
形資産」 との関係で,そ の整合性を保つために行われた4。だが,負 ののれ ん
については,そ の会計処理全般を見直す好機 ととらえられ,基 本的な見直 しが
行われている。
そ こで本稿では,現 行基準である改訂IAS22について規定 を概観 しなが ら
その内容の検討 を行 う。特 に,IAS22(1993)からの改訂点に着 目し,改 訂
の背景にあるIASの見解を吟味す る。改訂点 のなかで も特に以下の三点 を中










合」の分類についてであ り,これは長年 の基準設定におけ る重要な問題点 とな
ってきたものであ る。第二 に,「取得」 と識別 された場合,パ ーチ ェス法が適
用 され ることとな るが,そ の処理法については,改 訂IAS22の具体的な処理
規定の検討を通 して考察を行 う。パーチ ェス法の適用に際 しては,の れんの問
題が不可分 となっている。今回の改訂では,負 ののれんについての規定の大幅
な見直 しが行われ,そ の点を考慮 しつつのれんの会計処理 について考察す るこ
とを第三の課題 とした。また,そ れ と同時に,主 要な改訂点については過去の
企業結合に関す る基準を比較検討 し,企 業結合に関す るIASの見解や改訂 の
変遷について考察を行 う。
2.企 業結合の種類,お よび 「取得」 と 「持分の結合」の分類
企業結合の方法は,あ る企業に よる他の企業の持分,ま たは純資産の購入の
他に,株 式の発行によって実行される場合がある。 また,企 業結合には,結 合
当事企業に対す る支配を獲得する新会社が設立 された り,一つまたは複数の結
合当事企業の純資産が他の企業へ移転 された り,あ るいは一つまたは複数の結
合当事企業が解散 した りす るものがある。その形式にかかわ らず,そ の ような
取 引の本 質 が基 準 書 におけ る企業 結合 の定 義 に合致 す る場 合 には,改 訂
IAS22の規定が適用 され ることになる5。
企業結合の形式 について,改 訂IAS22は,取得企業が親会社 とな り,被取
得企業が子会社 となるような親子会社関係が生 じる場合,取 得企業は,連 結財
務諸表上,本 基準が適用 されると述べ6,さらに,企 業結合には他の企業の株
一101一
式の購入ではな く,のれ んを含む純資産の購入を伴 うものがあ り,こ のよ うな
企業結合では,親 子会社関係は生ぜず,よ って取得企業個別財務諸表上,本 基
準が適用 され,結 果 として連結財務諸表上 も適用 されたこととなるとされ る7。
いずれ の会社 も同一企業集団の一員 となるすべての企業結合は,本 基準書の
要求に従い連結財務諸表上,取 得または持分の結合 として取 り扱われ ることと
なる。
改訂IAS22は,適用範囲を上述 の ように規定 した うえで,企 業結合を次 の
ように定義 している。企業結合(businesscombination)とは,あ る企業 が他
の企業 と結合するか,も しくは他の企業の純資産や経営 に対す る支配 を獲得す
る結果,独 立 した企業同士が一体 となってひ とつの経済的企業体 となることを
い う8。
そ して,取 得(acquisition)とは,あ る企業(取 得企業)が,資 産 の引 き渡
し,または負債の引 き受け もしくは発行株式 との交換に よ り,他の企業(被 取
得企業)の 純資産や経営に対す る支配を獲得することとなる企業結合 をい う。
さらに,持 分の結合(unitingofinterests)とは,結 合当事企業の株主 同士
が,い ずれの結合当事企業 も取得企業 として識別できないように,結 合存続企
業体の リス クや便益を引 き続 き相互 に共有す る事を達成す るため,各 々の純資
産や経営に対する支配のすべて,も しくは,事 実上 のすべてを獲得す ることと
なる企業結合をい うとしている。 こ こで,支 配(control)とは,あ る企業 の
活動か ら便益を得るため,そ の企業 の財務 および経営方針を左右す る力 と定義
されている。
改訂IAS22は,企業結合を上述 の ように定義 した うえで,企 業結合 の会計
処理にあた っては,「取得」 と 「持分 の結合」 に対 して異なる会計処理方法 を
規定 している9。即 ち,ほ とんどすべ ての企業結合は,一 方の結合当事企業が
他方の結合当事企業に対す る支配を獲得す ることになるため,取 得企業を識別
できるとし,原 則的には企業結合は取得に よるものであるとい う立場 に立 って
いる。そ こで,「取得」 と 「持分の結合」の識別が問題 となるが,そ の規準は
次のように規定 されている。
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取得企業の識別は,議 決権付普通株式数に よりな され,一 方の結合当事企業
が他方の結合当事企業の議決権総数 の過半数を取得す る場合には,例 外的な場
合を除いて支配が獲得 された もの とな る。 また,た とえ一方の結合当事企業が





(b)法令 または契約 に基づ き他の企業 の財務 お よび経営方針 を左右す る権
限。
(c)他方の企業の取締役会 もしくは これ と同等の支配機関のメンバーの過半
数を選任,ま たは解任する権限。
(d)他方の企業の取締役会 もしくは これ と同等の支配機関で議決権 の過半数
を行使す る権限。
また,取 得企業を識別す るのが困難 な場合 もあるが,通 常は取得企業の存在
を示すなん らかの徴候が存在す るとして,次 の例があげ られ ている11。
(a)結合当事企業の一方の公正価値 が,他 方 の結合当事企業 と比べてかな り
大 きい場合,公 正価値が大 きい企業が取得企業である。
(b)企業結合が議決権付普通株式 と現金 との交換に よ り実施 される場合があ




次に,改 訂IAS22は,「持分の結合」について規定 し,ほ とんどすべ ての企
業結合は取得企業が識別 され うることを前提 とし,取得以外の場合には例外的
な位置付けを行 っている12。この例外 的な状況 としては,結 合当事企業 の株主
が,当 該企業のすべての(ま たは事実上すべての)純 資産 および事業に対する
支配を共有するための実質的に対等な協定に参加 し,さ らには結合 当事企業の
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株主 が結合存続企業体 に係る リスクと便益を相互に共有す ることに よって,支
配的な立場を有する企業が生 じることのない よ うな状況 とされ る。 リス クと便
益の相互共有 は,通 常,結 合当事企業間において事実上均等な議決権付普通株
式が交換 されない限 り達成 され ることはないとし,そ の ような交換が行われ て
は じめて結合存続企業体に対する結合当事企業の相対的な所有主持分や存続企
業体にかかわる相対的な リスクや便益が維持 され,結 合当事企業が引 き続 き意
思決定を行 う権限を保持す ることが確実になると指摘 され ている13。
「持分の結合」 についてのそれ らの識別要件をみてみると,1983年に公表 さ
れたIAS22に比べ,そ の内容は厳格化 され,「持分の結合」は,よ り限定的な
状況 とな っている。IAS22(1983)は,「持分の結合」 に対 して持分 プー リン
グ法(poolingofinterestsmethod:以下,持 分 プー リング法)を 強制す る規
定を示 してはお らず,そ のため 「持分の結合」に対 して もパーチ ェス法を適用
す ることが可能 とされて,「持分の結合」 と 「取得」を識別す ることは問題 と
されなか った14。しか し,1993年のIAS22によ り,「持分 の結合」 に対 しては
プー リング法が適用 され,「取得」に対 してはパ ーチ ェス法 のみが適用 され る
ことが規定 された15。その結果,企 業結合の本質に応 じて異なる会計処理がそ
れぞれ強制 され ることにな った。改訂IAS22も,持分の結合 とみな され る適
用要件 の規定については,IAS22(1993)の適用要件をその まま引継いでい
る。だが,今 回の改訂に際 して,そ の識別規準は不充分 であるとい う意見 もみ
られ る。 とい うのは,改 訂IAS22の規準 は,取 得を原則 としなが らも,そ の
定義な らびに 「取得」 と 「持分の結合」の両概念の間の区別が明確に示 されて
いないためである16。
プー リング法の適用に関 しては,主 に米国でその濫用が問題 となっているこ
と,ま た国際的に財務諸表の比較可能性を高め るために各国処理方法 の統一を
図る目的に より,そ の適用に関 しては,国 際的に見直 しが行われ,適 用要件は
厳格化 され る傾 向にあるといえ る。G4+1の見解 に よると,プ ー リング法を
例外 と して位置付けるLASのアプローチは,英 国お よびカナダで もみ られ る






持分の結合の定義 複数の企業の株主が,そ れら複数の企 結合当事企業の株主同士が,い ずれの
業の純資産および純損益のすべて,ま 結合当事企業も取得企業として識別で
たは事実上それらのすべてを,結 合さ きないように,結 合存続企業体の リス
れた企業実体の リスクと便益を継続的 クや便益を引き続き相互に共有する事




リスクと便益の共有 取引の基本が,関 係する各企業の議決 (a)結合当事企業の議決権付普通株式
が達成されるための 権付普通株式の交換による。結合企業 のすべてではないにせよ,事実上そ
条件 の経営者が,結合後の企業の経営に継 のほとんどすべてが交換またはブー
続的に参加することにより,持分の結 ル され る こと。






分 を保 持 して い る こ と。(par.15)
取得企業が識別され 持分を結合する各企業は,議決権付株 (a)結合当事企業間で公正価値の相対
る可能性が高まる条 式の交換に加え,結 合企業の株式の大 的同等性が弱まり,議決権付普通株
件 部分を取得し,さ らに,結 合企業間で 式の交換割合が低下する。
支配的な企業を識別することが不可能 (b)財務上の協定により,ある株主グ
な程度まで株式を取得することが必要 ループが他の株主グループより有利







依 存 す る。(par.16)
を適用す るため,企 業規模を増大 させ る 「調整取引」(groomingtransaction)
によって取得企業を不明確にす るとい うおそれがある。 また,企 業結合の一方
の企業が他方 の企業の数倍の規模 であるとして も,取 得企業が明確にできない
とい う理 由か ら,プ ー リング法が適用 され ることもあ る18。これ らのことか
ら,ど の ような状況のもとで プー リソグ法が用いられ るべ きか,追 加的な規準
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の検討が必要 となる。
改訂IAS22は,この ように企業結合を 「取得」 と 「持分 の結合」 に分類 し
た うえで,「取得」に対 してはパーチ ェス法を適用 し,持分 の結合に対 しては,
持分 プー リング法を適用す ることを規定 している19。パーチ ェス法 の適用は,
企業の取得が一般の資産 を購入 した場合 と同様に処理 される ことを意味 してい
る。 このような処理が適切 とされ るのは,取 得を伴 う取引では,他 の企業 の純
資産お よび事業 に対する支配 と交換に資産の移転,負 債の引受,も しくは株式
の発行が行われ るか らである。 その結果,パ ーチ ェス法の もとでは,取 得は取




取得におけ る取得原価 は,取 得企業が被取得企業 の純資産 に対す る支配 と引
換えに支払 った対価 である。すなわち,取 得に際 して支払 った現金,現 金 同等
物その他の購入対価 の交換 日におけ る公正価値に,取 得に直接要 した原価を加
えた金額である21。取得に直接要す る費用 には,持 分証券の登録費用や発行費
用,取 得を実行するために会計士,法 律ア ドバイザ ー,コ ンサルタ ン トに支払
った報酬が含まれる。だが,一 般管理費や特定の取得 に直接配分できない費用
は,発 生のつ ど費用 として認識 され る22。取得が複数の交換取引を通 じて生 じ
る場合には,取 得の原価 は個 々の交換取引の原価総額 となる。取得には取得 日
か らパーチ ェス法が適用 され ることになるが,適 用にあたって使用 され る取得
原価お よび公正価値 に係 る情報は,個 々の取引交換 局時点で決定 され る23。
さらに改訂IAS22は,取得原価 の修正について次のよ うに補足 している24。
取得契約には,将 来年度において特定 の利益水準が維持 され るか,も しくは達
成 され るか,購 入対価 として発行 した有価証券の市場価額が維持 され るかに よ
り,購入対価 の修正を認めるものが存在するが,購 入対価が修正 される可能性
がかな り高 く,そ の修正額が信頼性を もって見積 もることができるな らぽ,そ
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の修正額 を取得時点で取得原価に含めなければならない としている。他方,取
得 日時点で購入対価の修正額を見積 もれ ない場合については,購 入対価に影響
を及ぼす偶発事象が取得 日に確定 し,追 加的な購入対価が支払われ る可能性が
かな り高 く,かつ信頼性を もって見積 もることができるよ うになった時点で,
取得原価を修正 しなけれぽならない とされ る。
② 識別可能資産 ・負債の認識
取得企業が取得 した識別可能資産 ・負債 の うち取得企業の貸借対照表におい
て認識 されるべき資産 ・負債は,次 の二つの条件,す なわち,一 般認識規準を
満たす もの とされている25。
(a)それに付随する将来の経済的便益が取得企業 に流入するか,も しくは経
済的便益を含む資源が取得企業か ら流 出す る可能性が高い
(b)取得企業がその原価 または公正価値 を信頼性 をもって測定できる
これ らの規準 を満たす資産 ・負債 を,改 訂IAS22においては識別可能資産
・負債 と呼ぶ としている26。 この認識規準を満た さないで取得 した資産 ・負債
は,取 得によって生 じたのれん,も しくは負ののれんの額に影響を及ぼす こと
となる。 これは,の れ んや負ののれんは,識 別可能資産 ・負債 の認識後にその
残存部分 として示 されるためである。 また,取 得企業が支配を獲得 した識別可
能資産 ・負債には,取 得以前には認識 されていなか った資産 ・負債が含 まれ る
か もしれない。当該資産 ・負債は,識 別 に適合する性格を有 していなか ったた
め とされ る。その例 として,企 業結合前では認識 されていなか ったが,企 業結
合の結果,認 識規準を満たす ことになった取得企業の繰延税金資産 を例 として
あげている27。
しか し,原則的には,識 別可能な資産 ・負債は,取 得 日に存在す る被取得企
業の資産 ・負債 であ って,認 識 規準を満た しているもの と考 えられ る。 よっ
て,後 に指摘 され る厳格な条件を満たす場合の引当金を除けば,取 得企業の意
思,ま たは行動か ら生 じる負債を取得 日時点で認識 してはならない し,将来の
営業損失 または取得の結果生 じると予想される他の費用についても,そ れが取
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得企業 と被取得企業 のいずれかに関連す るにかかわ らず,負 債を認識 してはな
らない と考えられ る28。なぜな ら,そ の ような負債 は,取 得 日時点 の被取得企
業 の負債ではないか らである。
ただ し,改 訂IAS22は,この原則に対 して例外 を規定 してお り,こ の点が,
改訂IAS22の主要な改訂点 となっている29。それは,取 得企業が被取得企業の
事業 に関連す る計画を進めてお り,取得の直接的な結果 としてある種の義務が
発生す ることになる場合,厳 格な条件を設け,リ ス トラに よって発生す る将来
の費用の うち一定の要件を満たす ものに対 して,引 当金(い わゆる リス トラ引
当金)を 認識す るよ うに もとめた ことである。企業結合におけ る リス トラと
は,被 取得企業の事業に関す る取得企業の計画であ って,被 取得企業 の事業活
動 の廃止や縮小を もた らし,取得の結果 として将来費用の発生を伴 うものであ
る。その ような計画は,当 該取得に付随す る取得企業の計画の必要不可欠 な部
分を構成 しているとい う理由で,そ の ような計画の結果生 じる費用 に対 して
IAS37「引当金,偶 発資産お よび偶発負債」 に準拠 して リス トラ引当金を認識
す るように要請 される30。
リス トラ引当金の条件 と しては,以 下の項 目が規定 されている31。
① 取得 日もしくは取得 日以前において,被 取得企業の事業活動の廃止 また











② 取得企業がその計画の大綱を取得 日までに公表 した ことによ り,取得企
業が 当該計画を実行す るであろ うとの確実 な期待を関係者 に抱かせた こ
と。
③ 取得 日か ら三か月後の 日,ま たは年度財務諸表 の承認 日のいずれか早い
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日までに,取 得企業が,計 画の大綱に基づいて正規の詳細計画を作成 して
お り,その詳細計画において少な くとも次の内容を特定 していること。
a.対 象 となる事業 またはその一部
b.影 響を受ける主要な地域
c.解雇費用が補償 され る従業員の勤務地域,職 種および見積対象者数
d.支 払われ る予定の支出総額
e.当該計画の実施予定時期
さらに,以 上の ような条件を満た した結果認識 されるいかなる引当金 も,上
記①のaか らdに 示 され てい る項 目に関連す る費用に対 してのみ引当て られ
た ものでなければならない とし,上記に示 された項 目が限定列挙であることを
強調 している。
①お よび② の条件は,リ ス トラの計画は,取 得計画の重要な一部 であ ったこ
と,そ して,取 得の直接的な結果 として取得 日において明らかになる負債であ
ることを確実にす るものである32。さらに,③ の要件 は,取 得 日において詳細
な リス トラ計画の大綱を求め るものではない ことを表 してい る。 このように,
改訂IAS22は,リス トラ引当金の濫用 を防止す るために,事 業の中止や減少
に関す る特定 の原価は,被 取得企業のものに限 られ ることを厳格に規定 してい
る33。
また,取 得企業 の リス トラ引当金 の取崩 しについて補足規定が示 され てい
る。それに従 えば,リ ス トラ引当金は,次 の条件を満たす場合 にのみ,取 崩 さ
れねばな らないとされ る34。
(a)経済的便益 の流出する可能性が もはや高 くない。
(b)詳細な正式計画が
(i)詳細 な正式計画に規定 される方法に したが って実施 されない,ま たは
(∋ 詳細 な正式計画で確定 された時期までに実施 されない。
この ような取崩 しは,そ れに関連 して利益 も費用 も認識 されないよ うに,の
れんまたは負ののれんに対する修正 として反映 されねばならない。修正後のの





において変更がなされたが,そ の後 の1998年の改訂 では,変 更はみ られない。
IAS22(1983)におい ては,企 業結合か ら生 じる少数株主持分 は,子 会社
の純識別可能資産 の取得後 の公正価値に適切な割合に応 じて計上す ることが望
ま しいとされていた。そ して,こ の方法に代えて,少 数株主持分を子会社の純
資産の取得前帳簿価額の適切な割合に応 じて計上す ることができる と規定 して
いた。前者の処理法は,「望 ましい」 とされていただけであ り,具体的な選択
は企業に委ね られた自由な ものであ った。 したがって,少 数株主持分の測定に
関 しては,当 該持分が連結 された経済的実態の一部である と考え られ ることか
ら,公 正価値 を採用する者が多か った とされ る35。また,こ の処理法は,被 取
得企業の識別可能資産お よび負債を取得 日の公正価値で表示することを規定 し
たIAS22(1983)とも整合す ることをその論拠 としていた。そのため,取 得
前の帳簿価額で計上す ることは,当 該基準か ら逸脱 し,そ の計上は親会社 に帰
属す る部分の資産お よび負債に制限 されているとの,批 判を受けていた。
これに対 し,帳簿価額に よる計上を支持す る背景には,資 産 ・負債の うち少
数株主に帰属す る部分は,親 会社が取得 したものではない とい う論拠が存在す
る。 また,こ の見解は,取 得原価主義会計 と整合す ることや,世 界的な実務に
おいて主要な ものであ った ことから,当 該処理を優先処理 とすべ きとする意見
が強 く主張 された。
その結果,1993年の改訂 においては,帳 簿価額 で計上す る後者の処理 法が
「優先処理」(Preferredtreatment)となったの であ る。 それに よ り,企 業結
合か ら生 じる少数株主持分は,子 会社の純資産 の取得前帳簿価額 の適切 な割合
に応 じて計上 されなければならない とされた36。また,「容認 され る代替処理」
(Allowedaltemativetreatment)として少数株主持分を公正価値 の適切な割合
に応 じて計上す ることが規定 された。
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改訂IAS22は,用語が若干異 なるものの,そ の姿勢をそ のまま採用 してい
る。取得原価の配分方法について 「標準処理」(BenchmarkTreatment)と「容
認 され る代替処理」(Allowedalternativetreatment)とに分けてい る37。具体
的に示す と,標 準処理に よる場合,認 識 され る資産 ・負債は,次 の合計金額に
ょって測定 される。
(a)交換取引 日に取得 した識別可能な資産 ・負債 の公正価値の うち,そ の交
換取引で取得企業が獲得 した持分相当額
(b)その取得前における子会社 の識別可能 な資産 ・負債の帳簿価額に対す る
少数株主持分相当額
これに対 して,代 替処理 のもとでは,識 別可能な資産 ・負債は,取 得 日現在
の取得企業が支配を獲得 した時点で公正価値 で評価 しなけれぽな らない。少数
株主持分 は,取 得 日時点の識別可能資産 の公正価値に少数株主割合を乗 じた金
額で計上す る。 この処理によると,取得企業が他の企業の株式総数を獲得 した
か,ま た資産を直接購入す るか否かに関わ らず,取 得企業が取得 した識別可能
純資産の全額が取得 日の公正価値に よって計上 され,少 数株主持分は,取 得 日
現在の子会社 の識別可能資産の公正価値 に対 して少数株主持分を乗 じた金額で
表示され うる38。
また,取 得 には複数の株式交換が伴 う場合があ り,取得が段階的に達成 され
ることがある。その場合には,個 々に重要な交換取引は,取 得 した識別可能な
資産 ・負債の公正価値 ならびに,そ の交換取引か ら生 じたのれんまたは負のの
れんの金額を決定す るため別個に扱われ ることとなる39。
④ 取得 した識別可能資産 ・負債 の公正価値の決定
取得 した識別可能な資産 ・負債の公正価値 について以下の点について若干の
改訂がみ られ る。IAS22(1993)では,「取得におけ る識別可能資産 ・負債の
公正価値 は,取 得企業の使用価値 に応 じて決定 され る」 としていたが40,1998
年 の改訂 によ り識別可能な資産 ・負債は,そ の公正価値に よってのみ決定 され





















(ii)活発な市場が存在 しない場合は,そ の企業が,入 手が最善の情報に基づいて取引の知識と意思
のある当事者間の独立第三者間取引条件により,その資産に対 して支払 うであろう金額。
給付建年金制度の正味の従業員給付資産 ・負債…給付建債務の現在価値から年金制度資産の公正価値
を控除した額による。ただし,資産が認識 されるのは,そ の資産が年金制度から返還 もしくは将来
の拠出額の減少 という形式で企業にとって利用可能であることが確実な範囲に限られる。
税金資産 ・負債…結合存続企業体 または取得後の企業のグループに関する見通 しから評価 した純損益
を考慮 した後の税務上の欠損金による還付税額または,未 払税額による。税金資産 ・負債は,識 別
可能な資産 ・負債の公正価値に修正 したことによる税務上の影響額を考慮 した後に決定され,割 引
かれない。税金資産には,企 業結合前では認識されていなかったが,企 業結合の結果IAS12「法
人所得税」における認識規準をいまや満たす ようになった取得企業の繰延税金資産が含まれる。





パラグラフ31で認識 され る被取得企業の事業活動の廃止 ・縮小に対する引当金…IAS37「引当金,偶
発負債および偶発資産」に基づいて決定された金額。
の決定に際 し必ず しも取得者の使用 目的が考慮 されることが必要 とされな くな
った41。また,関 連IAS基準 との整 合性の観 点か ら,新 たに無形資産 の認識
お よび引当金の認識について項 目が追加 された ことも留意 されねぽならない42。
この指針 に よると,識 別可能な資産 ・負債の公正価値 は,一 般的には市場価
値 によるとしているが,以 下 の場合については若干 の補足が加えられている。
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まず,無 形資産 の公正価値が活発な市場を参照 して測定できない場合には,
取得 日時点でその無形資産 について認識 され る金額は,そ の取得に伴 って負の
のれんが生 じないか,も しくは負 ののれんが増加 しない金額 に限定 され る43。
これは,旧 改訂IAS22(1993)や公開草案第61号「企業結合」(1997)(以下,
E61)でもみ られなか った規定であ り,1998年の改訂 で新たに加えられた もの
である。 この新たな規定は,無 形資産について活発な市場が存在 しない限 り,
企業結合に よって取得 した無形資産 の公正価値を決定す ることは しば しば困難
であるとす るIASCの見解を反映 した もの となっている。
さらに,取 得を当初会計処理する時点では,認 識規準を満た していなか った
ために資産 または負債 として認識 されなか った ものも,そ れ らがその後認識規
準を満たす ことになった場合,そ の時点で資産 ・負債 として認識 されることに
なると し,追加的な資産 ・負債の認識を認めている姐。そ して,取 得を当初会
計処理 した時点で取得 した識別可能資産 ・負債に配分 された金額の見積の補正
に資す る証拠が取得後において入手可能 となった場合には,そ の時点で取得 し





(b)その修正が取得後 は じめて開始す る会計年度 の終了時点 までに実施 され
る(た だ し,一定の厳格な条件を満たす場合に限 り認識 され ることとなる
引 当金については,そ の取得 日から三か月後の 日またはその年度の財務諸
表 の承認 日のいずれか早い時点 までに,当 該計画の大綱 の うち少 な くとも
一定の内容が特定 された詳細計画が作成 されていることが要求される)
この条件のいずれか一方で も満たされない場合には,の れんを修正す るので
はな く,そ の修正に見合 う金額をのれん(ま たは負ののれん)と して認識する
こととしている。
また,IAS36「資産の減損」 との整合性 の点か ら,取 得後は じめて開始す る
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会計年度 の終了時点 までに取得 した識別可能資産 について減損がみ られ,し か
も減損が取得 日後に発生 した特定の事象または状況の変化に起因 しない場合に
は,の れん(負 ののれん)の 帳簿価額は修 正され ることにな る46。また,取 得
日後か ら取得後は じめて開始す る会計年度の終了時点 までに取得企業が取得 日
時点ですでに存在 していた負債,も しくは取得 日後 に発生 した特定の事象 また
は状況の変化に起因 しない減損の存在に気づいた場合に も,の れんの帳簿価額
は修正 され ることになる。その場合,IAS36のもとで決定 された回収可能額を
超えて増額 されないことが強調 され ている47。
4.の れんの会計処理
① 認識および測定
取得原価が,取 得 した識別可能な資産 ・負債 の交換取引 日現在の公正価値 に
対す る取得企業 の持分を超える額は,の れん として表示 し,資 産 として認識 さ
れなけれぽならない48。のれんは,取 得企業が将来の経済的便益を期待 して支
払 ったもので,そ のよ うな将来の経済的便益は,取 得 した識別可能資産 に よる
相乗効果(synergy),もしくは,財 務諸表上 での認識規準を満た さない資産
か ら得 られるかもしれない将来の経済的便益に対 して支払 った金額を表 した も
のであると考えられ る49。
[設例1]
P社 は期末にS社 を現金500で買収 した とする。










改訂IAS22は,のれんの償却を強制 し,そ の有効年数にわた って償却 しな
ければな らない としてい る。 これは,IAS22(1993)から一貫 しているIAS
の姿勢である。改訂IAS22は,その償却期間を原則20年とした50。ただ し,今
回の改訂 に より,反 証可能な正 当な理由をあげれぽ,20年を越 える償却が可
能 とされた51。改訂IAS22は,従来 のIAS22(1993)で償却期 間の絶対的な
期 間と して20年とされていたのを,反 証可能な上限を設 け,そ の位置づけを
変更 したのである。
なお,20年を超 えて償却 がなされる場合については,そ の根拠について開
示が要求 され,の れんの帳簿価額が回収可能価額を上回っていないか ど うかを
検証す る減損 テス トが毎年実行 され る52。採用 され る償却方法は,の れんか ら
得 られ る将来の経済的便益が費消されると予想 されるパターンを反映 したもの
でなけれぽならない。
この ように,】ASCが償却を定める根拠には,時 の経過に伴 いのれんは減耗
し,そ の用益潜在性は徐 々に減少 しているとい う考えが存在す る。つ ま り,当
初購入 した経済的便益 の用益潜在性 の価値 が,そ の後,の れんが増強 された こ
とによる経済的便益の用益潜在性に よって徐 々に置 き換わ ってい ること表 して
いる。 これは,買 入のれんが 自己創設のれんに置 き換わ っていることを意味 し
ている。それゆえ,償 却を行わなけれぽ自己創設 のれんを計上 していることと
な り,自己創設のれんの認識を禁 じてい るIAS38「無形資産」(par.36)に反
す ることとなる。そのため,の れんをその有効年数の見積期間にわた り規則的
に償却す ることが適切 となる53。
しか し,こ れに対 し,の れんは減価することはな く,よ って規則的償却は不
適切であるとい う主張 もある。その論拠は以下の とお りである54。
第一 に,無 形資産やのれんの価値は無限であ り,時の経過 によって減少 しな
い。無形資産やのれんは,長 期にわた って維持されているので,償 却 は不適切
であるとす る。償却の 目的は,経 済的便益の消費を反映す ることであ るが,無
形資産やのれんの価値が減少 しない以上,消 費 もされない。 ブラン ドなどは,
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150年間価値が増加 してい る。 よって,意 味のある有効期間を決めることは,
不可能であるとす る。
第二 に,企 業は無形資産 やのれ んの価値を維持す るために支出を行 ってお
り,それ は費用 として認識 され る。無形資産やのれんの価値が減少 していなけ
れば,結 果 として償却 と維持費用が二重計上 されることにな り,適切ではない
とされる。
第三に,無 形資産やのれんの償却は,恣 意的な規準で しか決定で きない もの
であるので,減 損 テス トを採用すべ きである としている。減損テス トを行 うこ
とによ り消費が反映され,無 形資産 やのれんの価値が維持 されているか ど うか
の 目的適合的な情報が提供 されるとして,そ の適切性を指摘 している。
これに対 し,償却支持者は,た とえば,ブ ラン ドネームや新聞の題字 な どの
うちのい くつかは,過 去の長い間に重要な経済的便益を生 じさせたが,も はや
存在 していない場合がみ られることを指摘す る。最近では,技 術的な進歩や市
場におけ る激 しい競争に加え,経 済状況の変化,顧 客の行動や嗜好が,長 期に
わたるブラン ドネ ームの多 くの経済的価値を低下 させてい るとしている55。
また,LaSCは,減損 テス トは,繰 越価額が過大計上 され ていることを補償
するほ ど十分な効力を有 してはいない と述べている。IASCの減損テス トは,
自己創設のれ んの認識を行 う可能性 を残 していると指摘 し,減 損テス トのみを
適用 し償却を行わない とす る処理の問題点をあげている56。さらに,減 損テス
トは,原 価配分 とい うよ りも価値評価の概念であ るとしている。減損 テス トの
目的は,使 用 または売却 に よって,当 該資産 の繰越価額が回収できることを確
認す るためのものであ り,それは資産の経済的便益の費消を反映す るものでは
ないため不適切であるとしている。
つ ぎに,の れんの償却期 間につい てみ てみ ると,そ の有効年数を20年とし
たのは,の れんは,相 乗効果 または個別には認識で きない資産か らの将来の経
済的便益か らな り,その性質上,有 効年数を見積 ることは困難であ るため とさ
れ る。そ して,の れんの有効年数が長 くなるにつれてその見積の信頼性が損 な
われ ることになるとい うIASCの見解によるものであ る57。だが,公 開草案第
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表4の れんの償却期間の比較












証可能 な期間を5年 も しくは10年に減少 させ ることを支持 してお り,特 に,




企業取得対価 と識別可能純資産額 との差額が貸方に生 じる場合,そ の差額 と
して負ののれん(negativegoodwil1)が生 じる。IASは,交換取引 日時点で取
得 した識別可能な資産 ・負債の公正価値 に対す る取得企業の持分がその取得原
価を上 回る金額 は,負 ののれん として認識 されねぽな らない としてい る59。会
計処理法について検討す る前に,負 ののれんの本質についてみてい くことにす
る。
IASは,負ののれんの発生原因の観点か ら,そ の性質を二つ に分類 してい
る60。一つは,負 ののれんは,取 得企業が 「割安 な購入」(bargainpurchase)
を行 った場合であ り,売手が極端 なキ ャッシ ュフロー上の困難に直面 している
などのために,買 手に くらべ売手 の交渉上 の地位が低い場合や,シ ナジー効果
の存在 などによ り,売手 よりも買手に とって取得 された資産 の価値が大 きい場
合に生 じるとされ る。 も う一つは,業 績の悪化や将来における費用の発生に関
わる取得企業の予測 に よって,取 得原価 が影響を受け てい るが,改 訂 】AS22
に基づ く識別可能負債 としては認識 されない場合であるとされ る。本来,こ れ
らについては リス トラ引当金 として認識す る必要があるが,認 識規準を満たさ
ないものを識別可能負債 とす ることはできない。つま り,将来予測 される費用
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をすべて負債 として認識す ることは不可能であるので,そ れが貸方差額すなわ
ち負ののれんに反映す るとい うものである。
これに対 し,黒 川氏は負 ののれんの本質について4つ の分類 を提示 してい
る61。それに よると第一の解釈 として,負 ののれんは,正 ののれんの反対であ
るか ら,被 取得企業は正常利潤以下の収益力 しかなか った ことを示す ものであ
る。 しか も,被 取得企業は,個 々の純資産の時価 よりも低 い価額で取得企業に
取得 されたことか ら,被 取得企業は個 々の資産 を別 々に適正価格で売却す るこ
とができなかった こと,あ るいは,個 々の資産 を別 々に売却すると,よ り一層
低い金額 になって しまうおそれがあることを表 していると指摘 している。
第二の解釈 として,負 ののれんは,売 手 と買手 の情報が非対称であ り,不 完
全なために,予 想外に安価 で企業を取得することができた とい う「割安 な購入」
であ るとしてい る。 これは,IASが主張 した負ののれんの発生要 因の一つ と
同一 のものであ る。
第三の解釈 として,被 取得企業の個々の資産な どを取得企業の固有の資産等
と一体 に運用す るため には,追 加 の支 出が予想 され る とい うものであ る。
IASが主張 した二つ 目の要因に当たるものである。
第四の解釈は,特 定の資産 と負債を識別 し測定す る試み(取 得時の純資産 の
時価測定)の 結果生 じた単なる残余物であって,積 極的な意味がない とい うも
のである。
このよ うに分類 した うえで,第 一 の解釈による と,正 ののれんが超過収益力
の源泉であることとは反対 に,低 い収益力の源泉を取得 した とい う事実を表す
とい う点で,負 ののれんとい う勘定には意味があるとされ る。 しか し,そ れ以
外の解釈に よると購 入差益,未 払金,測 定残余 であ って,一 般的なのれんの解
釈か らす ると負ののれんに積極的な意味はない と指摘する。
しか し,負 ののれ んが存在す るとい うことは,識 別可能資産が過大評価 され
ていた り,識別可能負債が見落 とされているか過小評価 された結果に よるもの
であ り,負 ののれん自体に意味はない と考える。 したが って,負 ののれんがあ
たか も正ののれんに対応す るかの ような意味付けをなす第一の解釈は,妥 当で
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はない と考える。すなわち,負 ののれんは,企 業結合に よ り生 じた貸方差額で
あ り,割安な購入あるいは将来の費用部分のいずれかに よって生 じるもの とい
える。
② 認識および測定
負ののれ んの会計処理方法 としては,一 般的に資産価値修正法(reducing
thefairvaluesoftheassetsacquired),繰延利益法(amortizingthecredittoin-
come),即時利益法(again,partofincome),持分修正法(transferringthe
creditdirecttoreserve)がある。 これ らの うち,1993年公表のIAS22は,標準
処理法 として資産価値修正法を規定 し,代替処理 として繰延利益法を認めてい
た。
資産価値修正法 とは,企 業取得に よって購入 した非流動資産 に負ののれんを
比例的 に配分 し,残額が生 じれば繰延利益 として計上す る方法であ る。 この方
法によると,割 安購入に より生 じる利益をその資産か ら控除するので,実 際の
対価を資産の当初測定額(取 得原価)と す る考え方 に整合する62。また,繰 延
利益法 とは,負 ののれんを企業取得後の適切な期間に配分す るため,繰 延利益
として負債計上す る方法をい う。 この方法に よると,負 ののれんを企業取得時
のみの利益 とはせず,負 ののれんが発生す る要因に応 じた期間に利益 として配
分され る63。この方法は,負 ののれんが,リ ス トラ費用な どを予測 して生 じる
場合,そ の費用は取得後に生 じることが予想 され,そ の費用に対応 させて負の
のれんを収益 として認識することが適切であるとい う考えに依拠 している。
負ののれんの測定方法に関 しては,IAS22(1993)では,二 つの方法 が認
め られ ていた。標準処理 としては,資 産価値修正法が規定 され ていた。 そ し
て,代 替処理 として,繰 延利益法が認め られていた。だが今回の改訂に より,
後者の繰延利益法に統一 された点が大 きな改訂点 とな っている。
この ような会計処理を規定するに至 った背景には,負 ののれんをのれんの償
却方法 とできる限 り同様 の方法で処理す るようにす るとい うIASの意向が存






得企業の持分 よりも少ない場合,取 得され が可能であり識別することが可能な将来の
た非貨幣性資産の公正価値は,その超過額 予想損失 ・費用に関連 しない負ののれんは,




認識 し,繰延利益 として扱われる。負のの 予想損失 ・費用に関連 しない負ののれんは,
れんは,取 得 日から5年 を超えない期間で 損益計算書において利益として認識される。















最善の見積 りに従 うこととなる方法で会計処理すべ きだ とい う考 えに よる。
IAS22(1993)では,原 則で5年,最 長20年にわた り利益 と して認識 す るこ
とが規定 されていたが,今 回の改訂に より具体的な有効年数を見積 もることが
困難であることか ら,非貨幣性資産の最善 の見積期間で償却 を行 うこととにな
った。
負ののれんの利益 としての認識をのれんの償却 と整合的に取 り扱 うことに し
たことは,今 回の改訂点の一つ とな っている。その結果,の れ んが企業に よっ
て見積 もられた最善 の償却期間にわた って費用 として認識されるの と同様に,
負ののれん も負ののれんを発生 させた事象や状況に関す る企業の最善の見積 り
に従 って利益 として認識 され るもの となった。
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具体的にはまず,企 業は負ののれんが将来の損失や費用を予想 して決定され
た取得価額に起因 して生 じた ものか否かを判定 し,そ の結果黙 りと判断 した場
合には,負 ののれんは将来 の損失 または費用が実際に発生 した時点で利益 とし
て認識すべ きとした65。他方,否 と判断 した場合は,負 ののれんは安い買い物
か ら生 じた利得 とみな されるべきだ としている。その ような利得は,基 本的に
は取得 した非貨幣性資産に関連 して想定されるので,当 該非貨幣性資産 に含 ま
れ る将来の経済的便益が費消 され るのに応 じて利益 として認識すべ きとされ
る。だが,当 該利得が取得 した非貨幣性資産の公正価値を超える場合は,貨 幣
性資産 をその公正価値未満で購入 した こととなるため,取 得 した非貨幣性資産
の公正価値を越える部分の利得は即時に利益 として認識すべきだとしている66。
[設例2]
ある企業P社 がt1期末にS社 を買収 した とする。買収に当た りP社 は新た
に株式(額 面5)を 発行 して,す べてS社 株式 と交換 した。t1期末 におけ る
P社株式 の公正価値 は15であ り,S社 の資産 ・負債 の公正価値 は,現 金300,
売掛金150,建物200,借入金100であ った。 なお建物 の耐用年数は5年,残 存
価額0と する。
(1)P社がS社 株主にP社 株式を30株交付する場合
































これ まで改訂IAS22の規 定 に即 しその 内容 を みて きた が,最 後 に 改訂
IAS22「企業結合」の中心的な論点についてまとめ ることに したい。改訂作業
において第一の論点 となったのが,の れんの会計処理 であ った67。IAS38「無
形資産」の設定 との関連か らものれん と無形資産は密接な関係にあ り,概念的
には明確に区分され るが,性 格的には極めて類似 した部分があるとされ る。そ
のためIASCは,ほぼ一貫 して無形資産 とのれ んの償却 の原則は同一 でなけれ
ぽならない とし,のれんの償却に関 し,代替的な選択肢 を支持 しあるいは棄却
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す るための論拠は,無 形資産 の償却に関 して も同様にあてはまるものでなけれ
ぽならない とい う立場を とって きた とされ る。 したが って,改 訂IAS22の改
訂作業 においてものれんの償却お よび償却期間については大 きな論争があった
とされ ている68。
そのなかで,あ る種の無形資産やのれんについては,償 却 を求め るのではな
く,定期的に減損 テス トを行 うべ きであるとい う考 え方があ った。 これは,の
れんは無限の有効年数を有す るものもあ り,時の経過 によ り減価せず,ま たそ
の有効年数を見積 もるのは困難であるとい う根拠に よる。だが,IASCは,無
形資産 やのれんは償却すべ きであるとい う姿勢を保持 した。 これは,無 形資産
やのれんか ら生 じる将来の経済的便益は必ず費消され,時 の経過 とともに減価
しない として も,そ れは経済的便益の用益潜在性が資産に対するその後 の支出
か ら生 じる経済的便益の用益潜在性に徐 々に置 き換わ っているはずであるとい
う理由によるものである。当該のれんや無形資産を償却 しない場合,自 己創設
のれん を計上す ることにな りIAS38「無形資産」の規定に反す るため適当で
はない とされ る。
償却 期間につ いては,従 来の20年を超 える償却期 間を極めて限定的 に しか
認めていなか った ことに対 して,無 形資産 の有効年数に関 して任意の上限を設
けるのは適当ではない とい う批判や,20年を超 える期間につ いて信頼性を も
って決定で きる場合があるなどの批判があった とされ る。そ こでIASは減損
会計の処理が整備 された ことか ら減損テス トを行 うことを条件に,有 効年限の
上限の緩和を行 った とされ る。
IAS22の改訂にあたっての第二の論点 としては,負 ののれんの会計処理があ
げられ る。 まずIASCは,負ののれんの性格を明 らかにする 目的か ら負ののれ
んを二つに分類 してい る。一つは,取 得企業が割安 な購入を行 った場 合であ
り,売手が極端なキ ャッシュフロー上の困難に直面 してい るな どのために,買
手に くらべ売手 の交渉上 の地位が低 い場合や,シ ナジー効果の存在な どに よ
り,売手 よ りも買手 にとって取得 された資産の価値が大 きい場合 に生 じるとさ
れる。 もう一つは,業 績 の悪化や将来 におけ る費用の発生に関わ る取得企業の
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予測 に よって,取 得原価 が影響を受 けているが,改 訂IAS22に基づ く識別可
能負債 としては認識 されない場合であるとされ る。 このよ うに捉えた ことによ
り,負ののれんの利益 として処理の仕方が従来 と大 きく異 なることにな った。
つま り,将来の損失や費用 に起因す る部分はそれ らの損失や費用の発生 に応 じ
て,ま た割安 な購入に起因す る部分 については,非 貨幣性資産の公正価値を超
える部分は即時に,そ うでない部分は,非 貨幣性資産の有効年数に応 じて利益
として認識す るとされた。 このような処理方法は,負 ののれんの利益認識につ
いて,の れんの償却 との整合性を重視 した もの となっている。
第三 の論点は,リ ス トラ引当金についてである。 リス トラ引当金の問題 は,
取得原価を配分す る対象 となる識別 可能資産 ・負債 の範囲にかか る問題 であ
る。企業結合に際 し,被 取得企業の事業の廃止や縮小に伴 う設備等 の廃棄損や
追加費用,解 雇の対象 とな る従業員に対する補償支払 いが生 じる。 この よ うな
場合,将 来の損失や費用に関わる引当金を認識すべ きか,ま たその ような引当
金を取得原価の配分の対象 となる識別可能資産 ・負債に含めるべ きか どうかが
問題 となった。
すでに検討 したよ うに,識 別可能資産 ・負債に含 まれ るのは,通 常 は被取得
企業 の財務 諸表 にお い て資産 ・負 債 と して認 識 され た ものだ が,IAS22
(1993)は,認識規準を満た さないため被取得企業の財務諸表上は認識 されて
いなか った被取得企業の資産 ・負債 が,識 別可能資産 ・負債 として認識 され る
場合があるとしていた。だが,IAS22(1993)においては,「取得 の結果生 じ
るもの」 とされていただけで,そ れ以上の説明はな く,そ の範囲は明確 にされ
ていなかった。 しか し,IASCが国際会計基準 として未整備 であった 「引当金」
の会計処理 について基準作成に着手 したことか ら,引 当金の認識規準が明確 に
示 され ることにな った。だが,IASCは,リス トラ引当金の計上に関 してそれ
が濫用され ることを恐れ,適 用にあたって厳格ない くつかの条件を定め,そ の
上で引当金の計上を認 めるとい う慎重な姿勢を とっている。 これは,引 当金が
利益操作の手段 となることを危惧 してのこととされ る。 リス トラ引当金の認識
について具体的には,IAS37「引当金お よび偶発資産 ・負債」の認識規準に準
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拠するもの とな っている。濫用を防止す るため リス トラ引当金の対象は,被 取
得企業の事業 の廃止 または縮小の費用に限 られ,詳 細 な開示が求め られ る。
これ ら三点 は,IAS22の改訂 に際 してIASCの論議 の中心 になった とされ
る。これ らは,の れんの本質や資産 ・負債の識別に関す るものであ り,ひいて
は企業結合の本質に関わる重要 な問題であ るといえる。 また,わ が国において
は企業結合に対する統合的な基準はなく,連結会計と合併会計において異なる
規定が設け られているのみである。そのため,企 業結合に関す る基準整備は至
急 の課題 となってお り,今後 の企業会計審議会の基準設定に向けての取組みが








3本 稿 に お い て は,1998年 に 改 訂 さ れ たIAS22を 断 りの な い 限 り,改 訂IAS22と 呼 ぶ 。
そ れ 以 外 のIAS22に つ い て は,年 代 を 付 して 区 別 す る 。
4LimitedrevisionstoIAS22,Accountanc),,Vol.122,No.1262,0ct1998,p.123.
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